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１. 11月 8日に実施された中間選挙では与党民主党が上院で過半数を維持した一方、下院で

は野党共和党が僅差ながら過半数を奪取した。選挙直前には、バイデン大統領の支持率

低迷や民主党のインフレや経済政策に対する有権者の不満から共和党が地滑り的勝利を

収めるとの見方が支配的となっていた。しかしながら、共和党は事前予想ほど票が伸び

ない結果となった。 

２. 通常、中間選挙は現職大統領の信任投票と位置づけられるが、今回の中間選挙では 24年

の大統領選挙出馬を匂わせるトランプ前大統領の信認投票の様相も呈しており、共和党

の支持が伸び悩んだ一つの要因と指摘されている。また、「人工中絶」が「経済・職」に

次ぐ争点となったことも、民主党の善戦につながったと考えられる。 

３. 来年 1 月からの新議会では上下院で多数政党の異なる「ねじれ議会」となることが決ま

った。このため、バイデン政権が実現を目指す企業や富裕層に対する課税強化や社会保

障の拡充などの歳出拡大策などの実現は野党共和党の反対により実現が困難となった。

一方、下院共和党は連邦債務上限の引上げを人質に歳出削減を目指す方針を示している。 

４. また、24年の大統領選挙を睨んで与野党対立の激化が予想される中、米国が深刻な景気

後退に陥った際の迅速な景気対策の実現が困難とみられるほか、連邦政府閉鎖や債務上

限引上げの混乱など政治の機能不全に伴う米国経済への影響が懸念される。 
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１． はじめに 

11 日 8 日実施された米国の中間選挙では与党民主党が上院で過半数を維持した一方、下院では

野党共和党が僅差で過半数を奪取した。バイデン大統領の支持率が 40％台前半に低迷していたこ

とや民主党のインフレや経済政策に対する不満から、選挙直前は共和党が地滑り的な勝利を収める

との見方が支配的となっていた。しかしながら、共和党は事前に予想された程には票が伸びない結

果となった。 

一方、来年 1月からの新議会では上下院で多数政党が異なる「ねじれ議会」となることが決まっ

た。議会の党派性が強まる中、バイデン政権が実現を目指す企業や富裕層に対する課税強化や社会

保障の拡充などの歳出拡大策などの実現は野党共和党の反対により実現が困難となった。 

本稿は執筆時点で判明している中間選挙結果とその評価、今後の経済政策への影響などについて

論じている。24年の大統領選挙を睨んで与野党対立の激化が予想される中、米国が深刻な景気後退

に陥った際の迅速な景気対策の実現が困難となるほか、連邦政府閉鎖や債務上限引き上げの混乱な

ど政治の機能不全に伴う米国経済への影響が懸念される。 

 

 

２． 中間選挙結果とその評価 

（上下院議席獲得状況・投票率）：下院は共和党が過半数を奪取、投票率は前回中間選挙から低下 

11月 8日に行われた中間選挙では、上院（100議席）のおよそ 3分の 1に当る 35議席、下院（435

議席）の全議席が改選された。11月 22 日（東京時間午後 5時）時点で判明している議席数は、上

院では民主党が 50議席、共和党が 49議席となっており、12月 6日に予定されているジョージア州

の決戦投票の結果を待たず、民主党が過半数を維持することが決定した（前掲図表 1）。また、下院

は共和党が 219 議席、民主党が 212 議席、勝敗未定 4 議席と、共和党が過半数（218 議席）を獲得

し、16年の選挙以来の勝利となった。もっとも、残り 4議席を共和党が獲得した場合でも 222議席

と過半数を僅か 6議席上回る程度に過ぎず、与野党の議席数は僅差に留まる。 

一般的に中間選挙は大統領の信任投票と位置付けられ、大統領選挙で勝利した政党は最初の中間

選挙では上下院ともに議席を減らす傾向がある。実際に、戦後からの平均では上院で 4議席、下院

では 27議席減らしている。このため、上院で与党民主党が過半数を維持し、下院でも議席減が 1桁

に留まった今回の中間選挙は、民主党が善戦

し、共和党の苦戦を示す結果と言えよう。 

一方、今回の中間選挙の投票率は 46.4％1と

トランプ大統領に対する信任投票として有権

者の関心が高まった 18 年の前回中間選挙

（50.0％）を▲3.6％ポイント下回った（図表

2）。もっとも、それ以前の中間選挙の平均的な

投票率である 40％近辺の水準を大幅に上回っ

ており、今回の中間選挙も有権者の関心が高か

ったことが窺われる。後述するように今回の中

 
1 11 月 9 日時点 

（図表 2） 
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（注）投票率は、無効投票も含む投票数を投票資格（18以上）のある人口から無国籍や重罪犯などを

除いた有権者数の推計で割ってUnited States Elections Project が試算

（資料）United States Elections Projectよりニッセイ基礎研究所作成
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間選挙ではトランプ前大統領の信任投票としても注目されたほか、女性を中心に関心が高い「人工

中絶」が重要な争点となったことも投票率を上げる要因となった可能性がある。 

 

（民主党が善戦した要因）：トランプ氏の影響？ 人工中絶問題の争点化 

前述のように中間選挙は現職大統領に対する信任投票と一般的に位置付けられている。今回の中

間選挙の出口調査でも「投票理由の一つは

バイデン氏の支持・不支持表明か」との質

問に対する回答割合で「バイデン支持のた

め」（全体の 25％）と「バイデン不支持のた

め」（同 40％）の合計が 6 割を超えた（図

表 3）。 

一方、今回の中間選挙では 24年の次期大

統領選挙での出馬が取り沙汰されていたト

ランプ前大統領が、選挙直前になって自身

が支持する候補者の応援演説などでメディ

アの露出が増えた結果、中間選挙の位置付けがトランプ前大統領の信任投票としての様相も呈した。

実際に、前述の出口調査で「投票理由の一つはトランプ氏の支持・不支持表明か」との質問に対す

る回答割合で「トランプ支持のため」（同 23％）と「トランプ不支持のため」（34％）の合計はバイ

デン大統領よりは低いものの、5割台後半に上っていたことが分かる。全体の 34％を占める「トラ

ンプ不支持のため投票」したと回答した有権者のうち、88％が民主党に投票していることから、ト

ランプ氏の悪目立ちが民主党への投票を増加させた可能性が指摘できよう。 

また、中間選挙の争点として人工中絶問題が重要視されたことも民主党が善戦した要因と考えら

れる。出口調査で「この国が直面している最も重要な問題」に関する回答割合は「経済・職」が 47％

とトップとなった（図表 4）。「経済・職」

は前回の中間選挙では 19％と「医療」（同

26％）、「移民」（同 23％）に次いで 3番目

となっていたが、米国でインフレが一時 40

年半ぶりの水準に上昇したほか、足元で米

国経済の景気後退懸念が高まっているこ

とを反映した結果とみられる。 

一方、今回の中間選挙では「人工中絶」

が 10％と 2 番目となっており、前回の中

間選挙の 9番目（同 2％）から大幅に躍進

した。また、人工中絶と回答した有権者の

うち 78％が民主党に投票しており、人工中

絶問題の争点化が民主党に追い風となっ

たとみられる。今回、人工中絶が重要な争点となった理由は、アメリカ合衆国憲法により保障され

た権利として認定された 1973年の「ロー対ウエイド」判決を連邦最高裁判所が 22年 6月に覆す判

断を示したことだ。実際に、出口調査で連邦最高裁の判決に対して「不満/怒り」を感じたとの回答

が 6割近い水準に上っており、このうち 68％が民主党に投票したようだ。 

 

（図表 3） 

 

（図表 4） 

 

投票理由の一つはバイデン氏の支持・不支持表明か
シェア 民主党 共和党 その他

バイデン支持のため投票 25 93 6 1
バイデン不支持のため投票 40 7 91 2
バイデン氏は理由ではない 35 59 36 5

投票理由の一つはトランプ氏の支持・不支持表明か
シェア 民主党 共和党 その他

トランプ支持のため投票 23 9 89 2
トランプ不支持のため投票 34 88 9 3
トランプ氏は理由ではない 41 33 64 3
（注）中間選挙に投票した、または投票する予定の有権者およそ9.4万人
　　　にAP　VoteCastが調査集計したものをWSJが報道
（資料）WSJ（11月14日）よりニッセイ基礎研究所作成

この国が直面している最も重要な問題と投票先 （単位：％）

最重要争点 シェア 民主党 共和党 その他
経済・職 47 32 65 3
人口中絶 10 78 20 3
移民 9 10 88 2
気候変動 9 87 10 3
犯罪 8 39 58 3
医療保険 7 72 24 4
人工中絶 6 80 16 4
外交 2 43 52 4
新型コロナ 2 66 28 7

「ロー対ウエイド」判決を覆した連邦最高裁の判決に関する気持ち
シェア 民主党 共和党 その他

幸せ/満足 40 16 82 2
不満/怒り 59 68 29 3
（注）中間選挙に投票した、または投票する予定の有権者およそ9.4万人
　　　にAP　VoteCastが調査集計したものをWSJが報道
（資料）WSJ（11月14日）よりニッセイ基礎研究所作成
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（出口調査結果）：有権者属性毎に支持政党の乖離が大きいものの、前回中間選挙からは縮小 

有権者の属性に基づく投票先を

みると、性別では男性で共和党が民

主党を 11％ポイント上回るなど共

和党支持が顕著となっている（図表

5）。これに対し女性では両党支持が

拮抗している。女性は 18 年の前回

中間選挙では民主党が共和党を

15％ポイント上回っていたため、今

回の中間選挙では民主党の支持が

大幅に低下した一方、共和党が支持

を伸ばして乖離幅が大幅に縮小し

た。 

年齢別でも 18 歳から 49 歳まで

の投票先として民主党が共和党を

上回る傾向は変わらないものの、前

回の中間選挙に比べて民主党がす

べての年齢層で支持を下げたことが分かる。 

人種別では白人男性、女性とともに共和党が民主党を上回っている一方、白人以外では男女とも

に民主党が高くなっており、白人と非白人で支持政党が大きく異なる状況となっている。もっとも、

こちらも前回中間選挙からの比較では共和党が支持を伸ばしている。 

最後に居住地域別では、都市部では民主党が圧倒的に支持されている一方、郊外では両党が拮抗

しているほか、小都市、地方では共和党が民主党を上回る状況となっている。居住地域別でも前回

中間選挙からすべての地域で共和党が支持を伸ばしている。 

このため、中間選挙では民主党が善戦したものの、出口調査からはあらゆる属性で共和党が支持

を伸ばしていた状況が確認できる。 

 

 

３． 経済政策への影響および今後の注目材料 

（ねじれ議会の影響）：党派性が強まっている中で議会が機能不全に陥る可能性 

来年からの新議会（第 118議会）では上下院で多数政党の異なるねじれ議会となる。米議会の党

派性が強まっている中、ねじれ議会では、両党の利害対立から上下院で法案を通過させることが非

常に困難になることが見込まれる。 

ここで議員の過去の投票行動から各議員の党派性を推計する DW-NOMINATE スコアを確認すると、

共和党議員はより保守的に、民主党議員はよりリベラルな投票行動になっていることが示されてお

り、両党のギャップが大きくなっていることが分かる（図表 6）。 

実際に、オバマ前大統領が成立させたオバマケア（ＡＣＡ）、トランプ前大統領が成立させた税制

改革法、バイデン大統領が成立させた米国救済法、インフレ削減法（ＩＲＡ）などの重要法案では、

いずれも与党のみの賛成で成立させていることが証左と言えよう。 

（図表 5） 

 

2022年中間選挙の出口調査結果（政党別得票率） （単位：％）

属性 シェア 民主党
前回選挙

比較
共和党

前回選挙
比較

その他

性別 男性 47 43 -5 54 4 3
女性 52 49 -9 48 8 3

年齢 18-24 7 54 -12 40 8 6
25-29 6 53 -8 43 7 4
30-39 15 53 -5 43 4 4
40-49 15 49 -4 48 3 3
50-64 28 42 -8 56 8 2
65以上 29 44 -5 54 4 2

　
人種 白人男性 34 37 -4 61 3 2

白人女性 37 41 -8 56 6 3
黒人男性 5 78 -9 19 8 3
黒人女性 6 87 -5 10 4 3
ラテン男性 5 51 -10 45 8 4
ラテン女性 5 61 -9 35 7 4

その他 8 52 -8 43 7 5

居住地域 都市 21 63 -6 34 5 3
郊外 45 49 -6 48 4 2

小都市 16 38 -7 59 6 3
地方 19 30 -8 67 7 3

（注）中間選挙に投票した、または投票する予定の有権者およそ9.4万人にAP　VoteCastが
      調査集計したものをWSJが報道。前回選挙比較は18年の中間選挙から変化幅
（資料）WSJ（11月14日）よりニッセイ基礎研究所作成
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また、法案成立数の推移をみると、ねじれ議会では法案成立数が低下する傾向がみられる。オバ

マ前政権の最初のねじれ議会（第 112議会）では、与野党の対立激化から 2年間の法案成立数が僅

か 284本に留まったほか、第 113議会でも 296本に留まった。また、トランプ政権下の第 116議会

でも 344本と 1期目前半（第 115議会）の 443本から大幅に減少したことが分かる（図表 7）。 

 

新議会では 24 年の大統領選挙を控えて与野党対立の激化が予想されており、ねじれ議会で与野

党が政策合意できず政治が機能不全となることが懸念される。 

 

（経済政策への影響）：国防予算以外の歳出拡大や企業、富裕層向け増税の実現は困難 

バイデン政権は 22 年 8 月に歳出面では気候変動対策や医療保険制度改革法の延長、歳入面では

法人税の 15％最低税率の導入や処方箋薬の薬価制度改革などを盛り込んだインフレ削減法を成立

させた。同法は元々下院で可決した歳出規模およそ 2兆ドルのビルドバックベター法から民主党内

の合意を優先して、家計や教育、介護支援に加え、企業、富裕層に対する課税強化などの主要な政

策を除いており、バイデン政権は引き続きこれらの政策の実現を目指している。 

一方、下院共和党はインフレ高進の要因をバイデン政権による大規模な歳出拡大としており、イ

ンフレ抑制のためにも社会保障などの歳出削減を目指す方針を明確にしている。また、成長戦略と

してトランプ政権時代に成立した税制改革法で 2025 年までの時限措置となっている所得税率の引

下げ、標準控除率の引下げ、非公開企業に対する 20％の控除などについて恒久化することを目指し

ている。 

来年 1月以降のねじれ議会により、バイデン政権が実現を目指す社会保障の拡充のための歳出拡

大、企業や富裕層向けの課税強化策は下院共和党の反対により実現が困難となった。一方、下院共

和党が実現を目指す歳出削減や減税の恒久化も上院民主党の反対や大統領の拒否権行使により実

現は一筋縄ではいかないだろう。 

また、米国経済の景気後退リスクが高まっている中で、景気後退が深刻化した場合に新型コロナ

感染拡大時にみられたような超党派による迅速な経済対策が実施される可能性は著しく低下した。

共和党にとって景気対策を実現することで 24 年の大統領選挙に向けてバイデン政権の成果となる

ことを回避するほか、景気悪化をバイデン政権による失政と非難することができるため、景気後退

の非難が共和党に向けられない限り、経済対策を実現するインセンティブは希薄となっているため

だ。 

（図表 6） 

 

（図表 7） 
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（注）議員の過去の投票行動から党派性を推計するDW-NOMINATEスコア。

（資料）voteview.comよりニッセイ基礎研究所作成
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米議会における法案成立数

ねじれ議会

法案成立数

（件）

（注）第116議会（2019～2020）まで。シャドーは上下院の多数政党が異なるねじれ議会

（資料）Govtrack.usよりニッセイ基礎研究所作成
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一方、中国に対する強硬政策や基本的な方針としてのウクライナ支援策などは超党派で一致して

おり、関税政策も含めた対中政策やウクライナ支援策の継続方針については新議会でも継続される

とみられる。また、これらの地政学的リスクが強く意識される中、国防関連予算の増額についても

超党派で合意する可能性が高い。 

最後に、米国政治で経済に影響を与える可能性がある当面の注目材料としては、以下に示すよう

に現議会（レイムダックセッション）での 23年度歳出法案審議と 23年夏場に抵触するとみられる

連邦債務上限の引上げ問題が挙げられる。 

 

（当面の注目材料（１））：政府閉鎖を回避するための 12月 16日期限の 23年度予算審議 

12 月 16 日に 23 年度の暫定予算の期限が到来する。現議会は暫定予算の期限切れに伴う政府機

関の一部閉鎖を回避するために、新たな暫定予算や会計年度末までの統合歳出法を成立させる必要

がある。与党民主党は来年 7－9 月期に抵触が見込まれる連邦債務上限の引上げを含めた年度末ま

での統合歳出法を可決したい意向を示しているものの、共和党が反対する意向を示しているため、

超党派で合意することは困難となっている。一方、民主党は財政調整措置を活用して民主党のみの

単独過半数で債務上限を引上げることも可能だが、同措置を活用するにはこれらの措置を盛り込ん

だ予算決議を成立させる必要がある。しかしながら、予算決議を含むこれらの措置には 2週間程度

の期間が必要となるため、既に審議日数的に厳しく実現が困難となっている。 

このため、現時点で 23 年度予算審議は非常に不透明となっており、政府閉鎖リスクが燻ってい

る。 

 

（当面の注目材料（２））：23年 7－9月期に抵触が見込まれる連邦債務上限の引上げ問題 

米国債の発行上限額を定めた法定債務上限は現状で 31.4 兆ドルとなっている（図表 8）。連邦債

務残高は増加基調が持続しており、債務上限に抵触する時期は 23年 7－9月期とみられている。こ

のため、米議会はそれまでに債務上限を引き上

げるか、または債務上限の不適用期限を設定す

るなどの対応を行う必要がある。 

仮に、与野党対立による政治の機能不全から

債務上限が引上げられないまま政府の資金が

枯渇した場合には、米国債が最悪デフォルトす

る可能性がある。実際に、11 年には与野党対

立から審議が難航し、デフォルトの一歩手前ま

で状況が悪化した。 

新議会で下院議長となることが有力視され

ている共和党少数党院内総務のケビン・マッカーシー議員は来年以降に歳出削減を実現するために

民主党との交渉材料として債務上限の引上げ問題を使うことを明言しており、債務上限問題を政治

問題化することに懸念が広がっている。民主党は前述のように政治問題化を避けるために現議会で

の債務上限引き上げを実現したい意向だが、実現は困難となっており、米国債のデフォルトリスク

も絡んで新議会での債務上限引き上げ問題の動向が注目される。 

現状で債務上限抵触に伴うデフォルトリスクが高いとはみられないが、デフォルト懸念が広がる

だけでも金融市場が混乱するため、景気後退が懸念される実体経済へ更なる打撃となろう。 

（図表 8） 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提

供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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